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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第29期
第２四半期
連結累計期間

第30期
第２四半期
連結累計期間

第29期

会計期間
自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日

自 平成29年４月１日
至 平成29年９月30日

自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日

売上高 (千円) 1,797,128 2,014,056 4,566,435

経常利益又は経常損失(△) (千円) △216,510 △160,211 153,908

親会社株主に帰属する当期純利益又は
親会社株主に帰属する四半期純損失
(△)

(千円) △229,962 △149,857 93,062

四半期包括利益又は包括利益 (千円) △231,546 △149,138 93,542

純資産額 (千円) 242,581 668,949 867,631

総資産額 (千円) 1,854,211 2,782,709 2,707,399

１株当たり当期純利益金額又は１株当
たり四半期純損失金額(△)

(円) △14.45 △8.97 5.80

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) - - -

自己資本比率 (％) 12.1 24.0 31.3

営業活動によるキャッシュ・フロー (千円) 200,671 329,646 △16,017

投資活動によるキャッシュ・フロー (千円) △4,956 △38,093 12,994

財務活動によるキャッシュ・フロー (千円) △55,387 218,014 336,977

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) 501,831 1,205,024 695,457
 

　

回次
第29期
第２四半期
連結会計期間

第30期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成28年７月１日
至 平成28年９月30日

自 平成29年７月１日
至 平成29年９月30日

１株当たり四半期純損失金額(△) (円) △5.08 △1.85
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．第29期第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半

期純損失金額であり、また潜在株式が存在しないため記載しておりません。

４．第30期第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在

するものの、１株当たり四半期純損失金額であるため記載しておりません。

５．第29期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容

について、重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況に関する事項のうち、投

資家の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリ

スク」についての重要な変更はありません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間末日現在において当社グループが判断したものであります。

(1) 業績の状況

当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、政府の経済政策や日銀の金融緩和政策などにより、企業業績

や雇用環境の改善が続く中で、景気は緩やかな回復基調で推移いたしました。しかしながら、中国やアジアの新興

国や資源国等の景気減速に加え、英国のＥＵ離脱問題や米国新大統領による従来とは大きく異なる政策などを背景

とする海外経済の不確実性の高まりもあり、先行き不透明な状況が続いております。

当社グループが主要な事業領域とする情報システム業界におきましては、企業収益の改善を背景に老朽化システ

ムの更新など、ＩＴ投資に前向きに取り組む企業の動きは続いており、企業の経営及び業務改善に直結するシステ

ムへの投資にも依然前向きな姿勢が見られます。

このような環境のもと、当社グループは、成長力の高い企業集団を目指し、優秀な人材確保に努めるとともに、

積極的に営業活動や提案活動を行い、受注拡大に注力してまいりました。さらに、マイナンバー制度が平成28年１

月から開始し、新たな社会インフラとなるマイナンバーカードを活用したマイキープラットフォーム構想が総務省

より提示され展開されています。マイキープラットフォームの利活用、自治体間の連携及び民間企業の対応等が課

題となり、当社もその実現に注力してまいります。

また、すべての「モノ」がインターネットに接続し、高付加価値を生み出す「ＩｏＴ」の時代の到来を踏まえ、

国や地方における防災等の課題解決のため、これまでの官公庁、独立行政法人、地方自治体等に対するコンサル

ティング事業での豊富な実績を活かし、昨年、ＩｏＴ利活用の提案及び実践的活用の支援を主目的とする子会社

「みらい株式会社」を設立しました。同社を中心に、課題解決のためのＩｏＴ活用に積極的に取り組んでまいりま

す。

当社グループは、コンサルティング事業で豊富な実績を持つＩＴｂｏｏｋ株式会社、多くの業種にわたってシス

テム開発全般を手がける東京アプリケーションシステム株式会社、金融系システム開発力によってＦｉｎＴｅｃｈ

業務への取り組みを強化しているフロント・アプリケーションズ株式会社及び株式会社プロネット、生命保険関連

事業の上流工程から下流工程まで一貫したサービスを提供する株式会社システムハウスわが家、組込開発に関わる

サービスの提供からＩｏＴ関連事業への取り組みを推進しているデータテクノロジー株式会社、技術者の派遣及び

紹介事業を営むＮＥＸＴ株式会社、製造業及び流通業への人材派遣事業を中心に営む株式会社アイニードと、その

事業領域は多岐に渡っております。今後もそれぞれの強みを活かして、グループ全体でのシナジー効果の最大化に

努めてまいります。

この結果、当社の中央官庁・地方公共団体向け売上高が、年度末の来年３月に集中する傾向にある中で、当第２

四半期連結累計期間の連結業績は、売上高20億14百万円（前年同期比12.1％増）、営業損失１億51百万円（前年同

期２億９百万円の営業損失）、経常損失１億60百万円（前年同期２億16百万円の経常損失）、親会社株主に帰属す

る四半期純損失１億49百万円（前年同期２億29百万円の親会社株主に帰属する四半期純損失）となりました。

　

セグメントの業績は次のとおりです。

　

＜コンサルティング事業＞

コンサルティング事業におきましては、マイナンバー制度やマイキープラットフォームへの対応等の受注拡大を

目指し、当社のコンサルティング力を発揮して販売促進に努めました。また、マイナンバー制度のコンサルティン
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グを通じて培った顧客からの信頼、実績及び知見を活用し、中央官庁、独立行政法人、地方自治体等より、マイナ

ンバー制度以外の領域での受注拡大にも努めました。売上の計上は決算期末に集中するため売上高の数値には反映

されないものの着実に実績を上げております。また、民間企業の業務改善を目的としたソリューション「ｒ．ａ．

ｋ．ｕ．」も、顧客のニーズに的確に応え、営業実績を着実に拡大しています。

さらに、サービスの質的向上を目指して優秀な人材の確保に努めるとともに、中央官庁、独立行政法人、地方自

治体等の公共機関や民間企業に対して積極的な営業活動を展開してまいりました。

この結果、売上高は230百万円（前年同期比17.4％増）、セグメント損失は１億87百万円（前年同期は２億３百万

円のセグメント損失）となりました。

　

＜システム開発事業＞

システム開発事業におきましては、ソフトウェア開発の売上が伸び悩む中、データテクノロジー株式会社のＩｏ

Ｔ機器分野での製品の開発・販売が好調でした。また、ＦｉｎＴｅｃｈ分野への取り組みも鋭意進めております。

この結果、売上高は８億28百万円（前年同期比2.9％増）、セグメント利益は48百万円（前年同期比1.4％増）と

なりました。

　

＜人材派遣事業＞

技術者派遣事業におきましては、人材の確保及び顧客の獲得に努めたことなどにより、大きく売上を伸ばしまし

た。また、製造業及び流通業向けの人材派遣事業でも、営業活動に注力し堅実に売上高と利益を確保しました。

この結果、売上高は９億54百万円（前年同期比20.1％増）、セグメント利益は10百万円（前年同期は20百万円の

セグメント損失）となりました。

 
(2) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物の残高は、12億５百万円となり、前連結会計年度末と比

較して５億９百万円増加しました。

当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

「営業活動によるキャッシュ・フロー」は、３億29百万円の収入（前年同期は２億円の収入）となりました。主

なプラス要因は、売上債権の減少額５億93百万円、のれん償却額25百万円等であり、主なマイナス要因は、税金等

調整前四半期純損失１億35百万円、たな卸資産の増加額１億33百万円、未払又は未収消費税等の減少額39百万円、

法人税等の支払額32百万円、仕入債務の減少額31百万円等であります。

「投資活動によるキャッシュ・フロー」は38百万円の支出（前年同期は４百万円の支出）となりました。主なマ

イナス要因は、関係会社株式の取得による支出22百万円、敷金及び保証金の差入による支出８百万円等でありま

す。

「財務活動によるキャッシュ・フロー」は２億18百万円の収入（前年同期は55百万円の支出）となりました。プ

ラス要因は、短期借入金の純増額２億円、社債の発行による収入１億50百万円、長期借入れによる収入１億40百万

円であり、主なマイナス要因は、長期借入金の返済による支出１億84百万円、子会社の自己株式の取得による支出

51百万円等であります。

　

(3) 従業員数

当第２四半期連結累計期間において、技術者派遣事業の拡大に伴い、人材派遣事業において37名増加しておりま

す。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 26,000,000

計 26,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数(株)
(平成29年９月30日)

提出日現在発行数(株)
(平成29年11月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 16,710,000 16,710,000
東京証券取引所
（マザーズ）

単元株式数は
100株であります。

計 16,710,000 16,710,000 - -
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(2) 【新株予約権等の状況】

当第２四半期会計期間において発行した新株予約権は、次のとおりであります。

決議年月日 平成29年７月19日

新株予約権の数（個） 101,100　(注)１

新株予約権のうち自己新株予約権の数 -

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 101,100　(注)１

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株当たり　525　(注)２

新株予約権の行使期間 平成31年７月20日～平成32年７月19日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発
行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　525
資本組入額　263

新株予約権の行使の条件

新株予約権の割り当てを受けた者（以下、「新株予約
権者」という。）は、上記新株予約権の期間内におい
て、新株予約権を行使する日の属する事業年度の前事業
年度の単独決算の損益計算書において税引前当期純利益
を計上した場合に限り、新株予約権を行使することがで
きるものとする。ただし、当社が会計基準を変更した場
合（国際財務報告基準の適用を含む）には、新株予約権
の募集事項を決定する取締役会において、本文と同等の
条件を定めるものとする。
新株予約権者は、権利行使時において当社の取締役、
執行役員または従業員のいずれかの地位を有しているこ
とを要する。ただし、取締役会が正当な理由があると認
めた場合はこの限りではない。
その他の条件は、当社と新株予約権者との間で締結した
「新株予約権割当契約」で定めるところによる。

新株予約権の譲渡に関する事項
譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会
の決議による承認を要する。

代用払込みに関する事項 -

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 (注)３
 

(注) １. 新株予約権１個につき、目的となる株式数は１株である。

ただし、新株予約権の割当日以降に、当社が当社普通株式につき、株式分割（当社普通株式の株式無償割当

てを含む。以下、株式分割の記載につき同じ。）または、株式併合等を行う場合には、付与株式数を次の算

式により調整する。

　調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 株式分割・株式併合の比率

なお、上記の調整の結果生じる1株未満の端数は、これを切り捨てる。

２. 新株予約権の割当日後、当社の普通株式につき、株式分割または株式併合を行う場合には、行使価額を次の

算式により調整し、調整の結果生じる1円未満の端数は、これを切り上げる。
　

調整後行使価額　＝　調整前行使価額 ×
１

株式分割・株式併合の比率
 　

また、新株予約権の割当日後、当社が当日当社普通株式につき、時価を下回る価額で当社普通株式につき、

新株式の発行または自己株式の処分を行う場合には、行使価額を次の算式により調整し、調整の結果生じる

1円未満の端数は、これを切り上げる。
　

調 整

後

行使価額

＝

調 整

前

行使価額

×

既発行

株式数
×

新規発行株式数 × １株当たり払込金額

時 価

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数
 

　
なお、上記の算式において、「既発行株式数」とは、当社の発行済普通株式総数から当社が保有する普通株

式にかかる自己株式数を控除した数とし、また、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を

「処分する自己株式数」に読み替える。
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３. 当社が合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割もしくは新設分割（それぞれ当社が分割

会社となる場合に限る。）、または株式交換もしくは株式移転（それぞれ当社が完全子会社となる場合に限

る。）（以下、総称して「組織再編行為」という。）をする場合には、組織再編行為の効力発生日（吸収合

併については吸収合併がその効力を生ずる日、新設合併については新設合併設立株式会社の成立の日、吸収

分割については吸収分割がその効力を生ずる日、新設分割については新設分割設立株式会社の成立の日、株

式交換については株式交換がその効力を生ずる日、および株式移転については株式移転設立完全親会社の成

立の日をいう。）の直前において残存する新株予約権（以下、「残存新株予約権」という。）を保有する新

株予約権者に対し、それぞれの場合については、会社法第236条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会

社（以下、「再編対象会社」という。）の新株予約権をそれぞれ交付することとする。ただし、以下に沿っ

て再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計

画、株式交換契約または株式移転計画において定めることを条件とする。

(1) 交付する再編対象会社の新株予約権の数

新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付する。

(2) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式である。

(3) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案の上、上記新株予約権の目的となる株式の種類および新株予約権の目的と

なる株式の数に準じて決定する。

(4) 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、組織再編行為の条件等を勘案の上、

上記(注)２で定められる行使価額を調整して得られる再編後払の込金額に上記(3)に従って決定される

当該新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じて得られる金額とする。

(5) 新株予約権を行使することができる期間

上記新株予約権の行使期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のいずれか遅い日から、上記新株予約

権の行使期間の満了日までとする。

(6) 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金および資本準備金に関する事項

上記新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額に準じて決定する。

(7) 譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要する。

(8) 新株予約権の取得条項

次に準じて決定する。

以下の、①、②、③、④または⑤の議案につき当社株主総会で承認された場合（株主総会決議が不

要の場合は、当社取締役会決議または代表取締役の決定がなされた場合）は、当社取締役会が別途定

める日に、当社は無償で新株予約権を取得することができる。

① 当社が消滅会社となる合併契約承認の議案

② 当社が分割会社となる分割契約もしくは分割計画承認の議案

③ 当社が完全子会社となる株式交換契約もしくは株式移転計画承認の議案

④ 当社の発行する全部の株式の内容として譲渡による当該株式の取得について当社の承認を要するこ

とについての定めを設ける定款の変更承認の議案

⑤ 新株予約権の目的である種類の株式の内容として譲渡による当該種類の株式の取得について当社の

承認を要することもしくは当該種類の株式について当社株主総会の決議によってその全部を取得す

ることについての定めを設ける定款の変更承認の議案

(9) その他の新株予約権の行使の条件

上記新株予約権の行使の条件に準じて決定する。
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(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　　　　該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

　　　　該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成29年７月１日～
平成29年９月30日

- 16,710,000 - 1,048,673 - 318,603
 

　

(6) 【大株主の状況】

平成29年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

梶　弘 幸 東京都中央区 2,333,400 13.96

株式会社ＵＮＳ 東京都千代田区丸の内1-8-2 655,000 3.91

恩 田　饒 東京都港区 353,900 2.11

株式会社ＳＢＩ証券 東京都港区六本木1-6-1 236,500 1.41

平野　繁行 千葉県浦安市 150,000 0.89

カブドットコム証券株式会社 東京都千代田区大手町1-3-2 112,000 0.67

松井証券株式会社 東京都千代田区麹町1-4 106,700 0.63

堀内　茂隆 福岡県久留米市 100,000 0.59

飯田　隆次 三重県鈴鹿市 92,500 0.55

青木　保一 東京都板橋区 80,000 0.47

計 - 4,220,000 25.25
 

 

(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   平成29年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 - - -

議決権制限株式(自己株式等) - - -

議決権制限株式(その他) - - -

完全議決権株式(自己株式等) - - -

完全議決権株式(その他)
普通株式        

16,707,400
167,074 -

単元未満株式
普通株式        

 2,600
- -

発行済株式総数 16,710,000 - -

総株主の議決権 - 167,074 -
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② 【自己株式等】

  平成29年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

- - - - - -

計 - - - - -
 

(注)当社は、単元未満の自己株式を38株保有しております。

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。　

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(平成29年７月１日から平成

29年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成29年４月１日から平成29年９月30日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、監査法人和宏事務所による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成29年９月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 709,049 1,219,946

  受取手形及び売掛金 1,334,630 740,820

  商品及び製品 31,119 48,347

  仕掛品 5,814 120,648

  原材料及び貯蔵品 11,916 13,837

  繰延税金資産 5,324 4,010

  その他 65,585 67,718

  貸倒引当金 △7,410 △7,628

  流動資産合計 2,156,030 2,207,702

 固定資産   

  有形固定資産 25,406 28,098

  無形固定資産   

   のれん 339,246 313,517

   その他 26,803 19,775

   無形固定資産合計 366,050 333,293

  投資その他の資産 157,495 211,402

  固定資産合計 548,952 572,794

 繰延資産 2,416 2,212

 資産合計 2,707,399 2,782,709

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 213,183 182,071

  短期借入金 436,191 636,691

  1年内償還予定の社債 34,000 84,800

  1年内返済予定の長期借入金 165,798 146,337

  未払金 163,258 228,699

  未払法人税等 40,435 16,992

  賞与引当金 41,173 43,851

  役員賞与引当金 1,400 680

  その他 188,880 154,453

  流動負債合計 1,284,321 1,494,578

 固定負債   

  社債 152,000 234,200

  長期借入金 385,955 361,258

  その他 17,491 23,723

  固定負債合計 555,447 619,182

 負債合計 1,839,768 2,113,760

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 1,048,673 1,048,673

  資本剰余金 349,690 319,557

  利益剰余金 △551,130 △700,988

  自己株式 △15 △15

  株主資本合計 847,217 667,226

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 175 266

  その他の包括利益累計額合計 175 266

 新株予約権 - 1,456

 非支配株主持分 20,237 -

 純資産合計 867,631 668,949
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負債純資産合計 2,707,399 2,782,709
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年９月30日)

売上高 1,797,128 2,014,056

売上原価 1,377,640 1,574,147

売上総利益 419,487 439,908

販売費及び一般管理費 ※  628,488 ※  591,240

営業損失（△） △209,000 △151,331

営業外収益   

 助成金収入 1,675 1,645

 その他 2,056 3,419

 営業外収益合計 3,731 5,064

営業外費用   

 支払利息 9,028 7,987

 その他 2,213 5,957

 営業外費用合計 11,242 13,944

経常損失（△） △216,510 △160,211

特別利益   

 知的財産権譲渡益 - 24,656

 特別利益合計 - 24,656

特別損失   

 固定資産売却損 2,277 -

 特別損失合計 2,277 -

税金等調整前四半期純損失（△） △218,788 △135,555

法人税、住民税及び事業税 12,832 13,312

法人税等調整額 △183 343

法人税等合計 12,648 13,655

四半期純損失（△） △231,436 △149,211

非支配株主に帰属する四半期純利益又は非支配株主
に帰属する四半期純損失（△）

△1,474 646

親会社株主に帰属する四半期純損失（△） △229,962 △149,857
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年９月30日)

四半期純損失（△） △231,436 △149,211

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 △109 73

 その他の包括利益合計 △109 73

四半期包括利益 △231,546 △149,138

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 △230,081 △149,790

 非支配株主に係る四半期包括利益 △1,465 652
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前四半期純損失（△） △218,788 △135,555

 減価償却費 12,401 9,784

 のれん償却額 35,151 25,728

 貸倒引当金の増減額（△は減少） 976 217

 株式報酬費用 - 1,456

 賞与引当金の増減額（△は減少） △22 2,678

 役員賞与引当金の増減額（△は減少） - △720

 固定資産売却損益（△は益） 2,277 -

 受取利息及び受取配当金 △130 △124

 保険解約返戻金 △300 △26

 支払利息及び社債利息 9,028 7,987

 売上債権の増減額（△は増加） 619,554 593,810

 たな卸資産の増減額（△は増加） △166,656 △133,983

 仕入債務の増減額（△は減少） △70,683 △31,111

 未払消費税等の増減額（△は減少） △19,089 △39,238

 その他 28,851 69,595

 小計 232,569 370,497

 利息及び配当金の受取額 130 124

 利息の支払額 △10,335 △8,581

 法人税等の還付額 1,843 0

 法人税等の支払額 △23,536 △32,395

 営業活動によるキャッシュ・フロー 200,671 329,646

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 定期預金の純増減額（△は増加） △1,430 △1,330

 有形固定資産の取得による支出 △11,146 △1,261

 有形固定資産の売却による収入 4,695 -

 無形固定資産の取得による支出 △317 △250

 関係会社株式の取得による支出 - △22,950

 敷金及び保証金の差入による支出 △2,489 △8,347

 敷金及び保証金の回収による収入 2,015 -

 保険積立金の積立による支出 △2,700 △1,985

 保険積立金の払戻による収入 6,642 -

 その他 △227 △1,967

 投資活動によるキャッシュ・フロー △4,956 △38,093

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入金の純増減額（△は減少） △175,500 200,500

 長期借入れによる収入 176,000 140,000

 長期借入金の返済による支出 △129,857 △184,158

 社債の発行による収入 - 150,000

 社債の償還による支出 △7,000 △17,000

 株式の発行による収入 29,970 -

 リース債務の返済による支出 - △327

 子会社の自己株式の処分による収入 51,000 -

 子会社の自己株式の取得による支出 - △51,000

 
連結の範囲の変更を伴わない子会社株式の取得
による支出

- △20,000

 財務活動によるキャッシュ・フロー △55,387 218,014

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 140,327 509,566

現金及び現金同等物の期首残高 361,503 695,457

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  501,831 ※  1,205,024
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

受取手形割引高

　

 
前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成29年９月30日)

受取手形割引高 8,703千円 -千円
 

 

(四半期連結損益計算書関係)

 ※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

 

 
前第２四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
 至 平成29年９月30日)

給与手当 220,869千円 206,418千円

賞与引当金繰入額 21,141千円 16,338千円
 

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のと

おりであります。

 

 
前第２四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
 至 平成29年９月30日)

現金及び預金 514,222千円 1,219,946千円

預入期間が３か月を超える定期預金 △12,391千円 △14,921千円

現金及び現金同等物 501,831千円 1,205,024千円
 

 

(株主資本等関係)

　　 該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：千円）

 
報告セグメント

調整額
(注)１

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)２

コンサルティ
ング事業

システム開発
事業

人材派遣事業 計

売上高       

 外部顧客に対する
 売上高

196,718 805,489 794,920 1,797,128 - 1,797,128

 セグメント間の内部
 売上高又は振替高

5,554 28,315 3,971 37,841 △37,841 -

計 202,272 833,805 798,892 1,834,970 △37,841 1,797,128

セグメント利益又は
損失(△)

△203,057 47,971 △20,517 △175,602 △33,398 △209,000
 

(注) 1. セグメント利益又は損失(△)の調整額△33,398千円には、のれんの償却額△35,151千円、セグメント間取

引消去1,753千円が含まれております。

2. セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業損失(△)と調整を行っております。

　

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間(自 平成29年４月１日 至 平成29年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：千円）

 
報告セグメント

調整額
(注)１

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)２

コンサルティ
ング事業

システム開発
事業

人材派遣事業 計

売上高       

 外部顧客に対する
 売上高

230,851 828,787 954,417 2,014,056 - 2,014,056

 セグメント間の内部
 売上高又は振替高

1,300 9,999 4,300 15,599 △15,599 -

計 232,151 838,786 958,717 2,029,655 △15,599 2,014,056

セグメント利益又は
損失(△)

△187,238 48,647 10,703 △127,888 △23,443 △151,331
 

(注) 1. セグメント利益又は損失(△)の調整額△23,443千円には、のれんの償却額△25,728千円、セグメント間取

引消去2,284千円が含まれております。

2. セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業損失(△)と調整を行っております。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第２四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年９月30日)

 １株当たり四半期純損失金額(△) △14円45銭 △8円97銭

    (算定上の基礎)   

   親会社株主に帰属する
　　四半期純損失金額(△)(千円)

△229,962 △149,857

   普通株主に帰属しない金額(千円) - -

   普通株式に係る親会社株主に帰属する
　　四半期純損失金額(△)(千円)

△229,962 △149,857

    普通株式の期中平均株式数(株) 15,915,098 16,709,962
 

(注) １. 前第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純

損失金額であり、また潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２. 当第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在する

ものの、１株当たり四半期純損失金額であるため記載しておりません。
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２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成29年11月13日

 

ＩＴｂｏｏｋ株式会社

取締役会  御中

 

監査法人和宏事務所
 

 

代表社員

業務執行社員
 公認会計士   大  嶋    　豊 　    印

 

業務執行社員  公認会計士   小　　澤   公   一   印
 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているＩＴｂｏｏｋ株

式会社の平成29年４月１日から平成30年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成29年７月１日か

ら平成29年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成29年４月１日から平成29年９月30日まで）に係る四半期

連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結

キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ＩＴｂｏｏｋ株式会社及び連結子会社の平成29年９月30日現在の

財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示

していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。
２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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